
1．　は　じ　め　に

　世界の穀物価格が高止まりの様相を呈している．
1973 年の穀物価格の高騰以降，シカゴ市場における
穀物の中心価格は，1 ブッシェル当たりで小麦が 3 ド
ル，トウモロコシが 2 ドル，大豆が 5 ドルであったが，
近年，バイオエタノール需要の増加，新興国における
食糧需要の増加，異常気象，投機マネーの流入などの
複合的要因により穀物価格が高騰した（註 1）．穀物
価格は 2008 年の歴史的高値から下落したものの，

2011 年 11 月時点，その価格は高値を維持したままで
ある．2009 年におけるそれぞれの価格は，小麦が 4～
6 ドル，トウモロコシが 3～4 ドル，大豆が 10 ドル前
後であった．また，国際連合食糧農業機関（The 
Food and Agriculture Organization of the United 
Nations，FAO）が毎月発表している食料価格指数は
2010 年 7 月以降 8 カ月連続で上昇し，2011 年 1 月お
よび 2 月には 2 カ月連続で過去最高値を記録した．
2011 年 3 月以降，過去最高値からは下落したが，
2011 年 11 月時点，依然高い水準を維持している．
　穀物の国際価格の上昇は食料価格の上昇をもたらし，
わが国の食料消費に大きな影響を及ぼした（註 2）．
この原因は，主要な穀物を輸入に頼っていることにあ
る．輸入が起こるメカニズムを部分均衡モデルで捉え
れば，国内の需要曲線と供給曲線の交点として得られ
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る均衡価格より国際価格が低いことに原因がある．シ
ンプルな需給均衡モデルによれば，穀物の国際価格は
需給均衡価格より低いため，国際価格が上昇すれば輸
入量が減少し，供給曲線に沿って国内生産量が拡大す
る．したがって，輸入穀物価格の上昇は国内の穀物生
産量を増加させるであろう．では，農業全体を視野に
入れた場合，穀物の国際価格上昇は総農業生産を増加
させることになるのであろうか．総農業生産が増加し，
農業労働投入も増加するのであろうか．応用一般均衡

（Computable General Equilibrium，CGE）モデルを
利用して 2006～2009 年にかけての穀物の国際価格上
昇が農業生産額，農業労働量に及ぼす影響を分析する
ことが本稿の課題である．わが国の農業を見ると，農
業生産額，農業労働力の両面でいずれも減少局面にあ
るが，穀物の国際価格上昇がこの状況に及ぼす影響を
分析する．
　福田他（2009），伊藤（2008），永濱（2006）の研究
において，穀物の国際価格上昇を捉える際に焦点が当
てられてきたのは国内の食料価格が中心であった．つ
まり，国内の消費者側からのアプローチが中心であっ
た．一方，穀物の国際価格の変化に対し，国内の各農
業部門も何らかの対応をしているはずである．本稿で
は，穀物の国際価格上昇に対して消費者側のみならず
生産者側への影響をも考慮に入れたアプローチを行い，
農業労働力市場および農地市場や農業生産に及ぼす影
響を分析する．
　福田他（2009），伊藤（2008），永濱（2006）はいず
れも産業連関分析を用いた研究であるが，産業連関分
析と CGE モデルを比較すれば，CGE モデルには以下
に示す 2 つの重要な特徴がある．第 1 は，輸入穀物価
格の上昇が国内食料市場に及ぼす影響を価格と生産量
の双方向から分析できる点である．CGE モデルにお
いては，産業連関分析における国内産業の需給均衡モ
デルである均衡産出量モデルと各生産物の価格モデル
である均衡価格モデルを同時に考慮することができる．
価格と生産量を一体的に分析することができることか
ら，価格と生産量が相互に及ぼす影響を踏まえた分析
となる．第 2 に，穀物価格の上昇が農業労働投入や農
地などの生産要素市場に及ぼす影響をも考慮できる点

である．産業連関分析では生産要素市場を分析するこ
とは不可能である．CGE モデルにおいては生産要素
の需給条件が国内生産における重要な要素であること
から，生産要素市場を分析対象とすることができる．
　穀物の国際価格上昇は，農業生産の変化，家計消費
への影響等を通じ国内経済に影響を及ぼす．本稿の課
題は，穀物の国際価格上昇に対する農業側からのアプ
ローチを行うことである．農業部門への影響のみなら
ず国内経済への影響も視野に入れることで，穀物の国
際価格上昇が農業部門に及ぼす影響を客観的に示すこ
とができる．部分均衡分析では特定の産業への影響を
分析することになるが，CGE モデルを用いることで
農業部門と非農業部門への影響が同時に分析可能とな
る．穀物の国際価格上昇が農業部門に及ぼす影響を客
観的に示すため，国内経済への影響についても分析対
象とすることから，本稿では CGE モデルを利用し分
析を行うこととする．国内経済全体への影響として，
GDP 変化率，等価変分について言及する．
　日本農業を対象とした CGE モデルの適用例として，
Ichioka et al.（1989），市岡（1991），國光（2009），
齋藤（1996a，1996b），齋藤他（1994，1995b）があ
る．
　市岡のモデルでは生産部門を 24 部門，生産要素を
資本と労働の 2 種類と想定し，農業における貿易障壁
撤廃，農業補助金削減の影響を分析している．國光

（2009）は，資本を民間資本と水利資本に分割したモ
デルを構築し，農業水利資本ストックが 10％ 減少す
ることで経済厚生が 568 億円減少することを示してい
る．
　ただし，市岡，國光の双方のモデルとも農業部門が
単一部門として統合されており，生産要素として土地
が含められていない．そのため，農地市場に及ぼす影
響を分析することはできない．農業部門を細分化し，
土地を生産要素に含めた CGE モデルを構築し，精米
輸入の影響を分析したのが齋藤（1994）である．齋藤

（1994）のモデルでは，全生産部門は 14 部門に分割さ
れ，農業部門は「米」，「麦」，「その他耕種」，「非耕種
農業」に細分化されている．土地は「米」，「麦」，「そ
の他耕種」の生産要素とされている．齋藤（1994）を
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（註 1）　穀物の国際価格の推移は農林水産省（2010）を参照．穀物価格が上昇した原因については，Abbott et al.
（2009），Dewbre et al．（2008），Headey et al.（2008）などが考察を行っている．

（註 2）　穀物価格の上昇が国内財の価格に及ぼした影響を定量的に分析するため，産業連関分析を適用し，財・サービ
スの価格上昇率，物価上昇率を分析したものとして，福田他（2009），伊藤（2008），永濱（2006）がある．福田他

（2009）は輸入穀物価格上昇が財・サービスの価格に及ぼす影響を，永濱（2006）は穀物価格上昇が財・サービス価
格に及ぼす影響を，伊藤（2008）は穀物価格上昇が財・サービス価格および物価に及ぼす影響を分析している．



援用しながら精米輸入の分析を行ったのが齋藤他
（1994），齋藤（1996b）である．齋藤他（1994）は精
米輸入の経済的波及効果を，齋藤（1996b）はミニマ
ム・アクセスが精米，玄米で行われた場合の経済効果
を分析している．齋藤他（1995b），齋藤（1996a）は
基本的構造を齋藤（1994）に準拠しつつ，生産部門を
26 部門に分けて分析を行い，齋藤他（1995b）はガッ
ト農業合意に基づいた畜産物の輸入増加が国内経済に
及ぼす影響を，齋藤（1996a）はガット農業合意が日
本経済に及ぼす影響を分析している．
　また，CGE モデルを用いて近年の穀物価格上昇の
影響を分析した事例として，Arndt et al．（2008），
Warr（2008）がある．Arndt et al．（2008）は燃料，
食料の国際価格上昇が，モザンビークの経済と家計に
及ぼす影響を分析している．2007～2008 年における
国際価格上昇の結果，GDP が 1.2％ 減少，等価変分の
変化率では 7.4％ 減少することから，特に都市住民へ
の影響が大きいという結論を得ている（註 3）．Warr

（2008）は食料，燃料の国際価格上昇がタイの経済と
貧困化に及ぼす影響を分析し，GDP が 0.42％ 減少し，
貧困率が 0.68％ 上昇するという結果を得ている（註
4）．
　本稿では，わが国の農業生産額，農業労働力が減少
局面にある中で，穀物の国際価格上昇がわが国の農業
生産額，農業労働量に及ぼす影響を分析することを課
題とし，日本経済に及ぼす影響についても示すことと
している．そこで，農業部門を細分化し，「麦類」，

「豆類」，「飼料作物及び雑穀」部門を独立させた国内
CGE モデルを独自に構築した．このモデルは，齋藤

（1996b）がミニマム・アクセスが精米，玄米で行わ
れた場合の経済効果を分析するのに用いたモデルを参
考に構築している．ただし，需要関数には新たに推計
したパラメーターを使用するなど，最新のデータを用
いた分析となっている．
　本稿の構成は以下のとおりである．まず，第 2 節で
モデルの構造，第 3 節でデータセットの作成方法につ
いて述べる．次に，第 4 節で穀物の国際価格上昇が農
業生産額および農業労働投入量，国内経済に及ぼす影
響を分析する．第 5 節は結論である．

2．　分　析　方　法

　本稿では，独自に推計した社会会計表（Social Ac-
counting Matrix，SAM）に基づきシミュレーション
分析を行う．本モデルで想定する経済主体は家計，生
産者（企業），政府，投資，海外（日本以外の世界計）
である．これらの経済主体の行動原理は以下のとおり
である．
1）　家計部門

　家計部門は国内の生産要素（労働，資本，土地）を
全て保有し，これらを生産者に供給することで所得を
得ている．SAM とは，経済主体間の資金および財・
サービスの流れを示す行列表である．家計は，所得の
うち所得税を除いた可処分所得から貯蓄を除いた額，
つまり消費総額内で効用を最大化するものと仮定する．
ただし，生産要素の賦存量は一定であるとの仮定をお
く．つまり，労働，資本，土地の供給曲線は垂直であ
る．本モデルでは，パラメーターの推計が比較的容易
なクライン＝ルービン型効用関数を仮定する．ai を基
礎消費量，αi を限界支出性向を表すパラメーター，qi

を第 i 消費品目の消費量，pi を第 i 消費品目の価格，
Y を消費総額とすれば，家計の需要関数は（2.1）式
で表される．

pi qi＝piai＋αi
⎛
⎝Y－∑

i
piai

⎞
⎠ （2.1）

　貯蓄率を s，所得税率を t，賃金率を w，資本レン
タル率を r，地代を l，労働，資本，土地の賦存量を L，
K，A とすれば，消費総額 Y は（2.2）式で示される．

Y=（1－s－t）（wL＋rK＋lA） （2.2）

なお，貯蓄率および所得税率は一定とする．
　SAM で示されている家計消費は生産部門ごとに集
計された生産財の消費量であるが，効用関数に現れる
消費は食料，被服など生産財を一定割合で合成した消
費財である（註 5）．そこで，生産財と消費財を結び
つける行列（消費コンバーター）を作成する必要があ
る（註 6）．生産財，消費財の分類は第 1 表のとおり
である．消費コンバーターを C，生産財ベクトルを Z，
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（註 3）　Arndt et al．（2008）はトウモロコシ，米，麦，ガソリン，ディーゼル，他の燃料の価格が 75％，ソルガム，
豆類およびピーナッツ，小麦粉の価格が 50％，園芸作物，タバコ，綿花，家畜，加工済みタバコ，加工済み綿花，
他の石油化学製品の価格が 25％ 上昇した場合の影響を分析している．

（註 4）　Warr（2008）は米の価格が 211％，砂糖の価格が 62％，キャッサバの価格が 106％，トウモロコシの価格が
124％，大豆の価格が 117％，石油の価格が 124％，尿素の価格が 62％ 上昇した場合の影響を分析している．

（註 5）　生産財と消費財を分けたのは，パラメーター推計におけるデータ制約のためである．



消費財ベクトルを Rとすれば，以下の（2.3）式が成
り立つ．

CR=Z （2.3）

2）　生産部門
　生産者は 2 段階の生産様式を用いて生産を行い，そ
れぞれの段階で利潤最大化を図る．第 1 段階では家計
から生産要素を買い取り，この生産要素を用いて付加
価値を生み出す．農業部門の生産要素は労働，資本，
土地の 3 要素，非農業部門では労働，資本の 2 要素で
ある．この段階ではコブ・ダグラス型生産関数を仮定
している．付加価値生産関数は（2.4）式のとおりで
ある．これは，生産要素 L，K，A の集計関数と見な
すこともできる．すなわち，L，K，A から合成生産
要素 Vj が生成される．

Vj＝bjLβKγAδ （2.4）

　ただし，Vj は付加価値生産額，β，γ，δは付加価値
生産関数の生産要素分配率，bj は規模係数である（註
7）．付加価値生産関数は 1 次同次と仮定しているため，

β＋γ＋δ＝1 を満たす．非農業部門（j＝10，11，…19）
では土地を投入しないため，δ＝0 である．
　第 2 段階では合成生産要素と中間投入財を用いて
財・サービスを生産する．この段階ではレオンティエ
フ型生産関数を仮定する．レオンティエフ型生産関数
は（2.5）式で示される．

Zj＝min ⎰
⎱

Vj ，X1j ，…，Xnj⎱
⎰ayj ax1j axnj

（2.5）

　ただし，Zj は第 j 産業の生産量，Xij は第 j 産業で
使用される第 i 産業の投入量，ayj は第 j 産業の付加
価値率，axij は投入係数である．
3）　政府部門

　政府は家計から所得税収入，国内生産から間接税収
入，輸入から関税収入を得ている．そこから国内生産
に対して経常補助金を支払い，政府貯蓄を行った残り
を政府消費にあてている．本モデルでは政府の消費割
合を 2005 年の水準で一定とし，分析を行った．家計
部門と同様，政府の貯蓄率も一定である．
4）　投資部門

　本モデルは静学モデルであるため，資本市場の均衡
を明示的に取り入れてはいない．したがって，投資に
よる将来の資本ストックの増加や利子の変化に伴う貯
蓄の変動は考慮されていない．ただし，現実の経済活
動に目を向ければ，投資や貯蓄は経済活動の重要な要
素であり，これらを完全に無視することは現実的とは
言いがたい．そこで，本モデルでは家計貯蓄（Sp）と
政府貯蓄（Sg）と外貨建て経常収支の和が 2005 年水
準と同様の割合（λi）で投資されるものとし，モデル
に組み込むことにする．第 i 生産財の価格を pi

q，外貨
建ての名目為替レートを e，外貨建て経常赤字額を Sf

とすれば，第 i 財に対する投資需要量（Xi
v）は（2.6）

式で示される．

Xi
v＝λi

p i
q（Sp＋Sg＋eS f） （2.6）

5）　海外部門
　日本は小国と仮定している．したがって，輸出，輸
入がいかに変化しようとも国際価格は変化しない．つ
まり，日本の輸出に対する海外の需要関数，日本の輸
入に対する海外の供給関数は常に水平である．

�

第 1表　生産財・消費財の分類
生産財（産業） 消費財（目的別分類）

1 米 1 食料・非アルコール飲料
2 麦類 2 アルコール飲料・たばこ
3 いも類 3 被服・履物
4 豆類 4 住居・電気・ガス・水道
5 野菜 5 家具・家庭用機器
6 果実 6 保健・医療
7 飼料作物及び雑穀 7 交通
8 その他耕種産業 8 通信
9 畜産 9 娯楽・レジャー・文化

10 その他資源産業 10 教育
11 畜産食料品 11 外食・宿泊
12 食料品（畜産食料品を除く） 12 その他
13 飼料及び有機質肥料
14 製造業及び建設業
15 公益（電気・ガス等）
16 卸売・小売業
17 金融・保険・不動産
18 運輸・通信
19 サービス（公務も含む）

註：�生産財は筆者の分類，消費財は『国民経済計算』の
分類による．

（註 6）　コンバーターについては Fisher et al.（1965），黒田他（1970）を参照．黒田他（1970）によれば，コンバー
ターの係数は需給バランスを示しているのではなく，単に，生産部門と需要部門との間を資料上整合的に結合する
ウェイト行列である．

（註 7）　規模係数は総合生産性を表しており，産業ごとの技術水準を表すパラメーターである．



　家計や政府など最終財の需要者は，国内財と輸入財
を組み合わせた合成財を需要するものとする（註 8）．
輸入財と国内財に対する需要は不完全代替とし，これ
らの代替関係を CES 型関数で表す（註 9）．輸入財，
国内財に対する需要関数は（2.7）式，（2.8）式のとお
りである．

Mi＝⎛⎝
μiηiδmip i

q ⎞
⎠（1＋τi

m）pi
m

1
1－ηi

Qi （2.7）	

Di＝⎛
⎝
μiηiδdip i

q⎞
⎠pi

d

1
1－ηi

Qi　 （2.8）

　ただし，Qi が第 i 合成財の量，Mi が第 i 輸入財の
需要量，Di が第 i 国内財の需要量，pi

q が第 i 合成財の
価格，pi

m が第 i 輸入財の内価建て価格，pi
d が第 i 国

内財の価格，τi
m が第 i 輸入財に対する輸入関税率，μi

が第 i 合成財生産関数の規模係数である．δmi，δdi

は第 i 合成財生産関数における輸入財と国内財の投入
割合係数であり，いずれも正の値で，δmi＋δdi＝1 を
満たす．ηi は代替弾力性に関する係数であり，σi を
代替の弾力性とすれば，ηi とσi の間にはηi＝（σi－1）/
σi の関係が成立する．
　輸出財と国内財においては，不完全変形であると仮
定する（註 10）．輸出財と国内財に対する変形関数は
CET 型関数であり，輸出財，国内財に対する供給関
数は（2.9）式，（2.10）式で表される．

Ei＝⎛
⎝
θi
φiξei（1＋εi

z－κi
z）p i

z⎞
⎠pi

e

1
1－φi

Zi （2.9）

Di＝⎛
⎝
θi
φiξdi（1＋εi

z－κi
z）p i

z⎞
⎠pi

d

1
1－φi

Zi （2.10）

　ただし，Ei は第 i 輸出財の生産量，Di は第 i 国内
財の生産量，Zi は第 i 国内生産の投入量，pi

e は第 i 輸

出財の内価建て価格，pi
d は第 i 国内財の価格，pi

z は
第 i 財の国内生産価格，εi

z は第 i 財の国内生産に対す
る間接税率，κi

z は第 i 財の国内生産に対する補助金率，
第θi は第 i 変形関数の規模係数である．ξei，ξdi は第 i
変形関数の輸出と国内向けの産出割合係数であり，い
ずれも正の値で，ξei＋ξdi＝1 を満たす．φi は変形弾
力性に関する係数であり，ϕiを変形の弾力性とすれば，
φi とϕi の間にはφi ＝（ϕi＋1）/ϕi の関係が成立する．
　さらに，わが国は国際収支の均衡のもとで輸入，輸
出を行うものとする．pi

We を第 i 輸出財の外貨建て価
格，pi

Wm を第 i 輸入財の外貨建て価格，Sf を外貨建て
経常収支赤字額とすれば，わが国の国際収支制約は

（2.11）式のとおりである．

∑
i

pi
WeEi+S f ＝∑

i
pi

WmMi （2.11）

3．　デ　　ー　　タ

　本稿では，『2005 年産業連関表』をベースとし『国
民経済計算年報』，『日本貿易月表』を補完的に用いて
SAM を作成した（註 11）．本モデルでは農業部門の
生産要素を労働，資本，土地の 3 要素，農業部門以外
の生産要素を労働，資本の 2 要素と仮定しているが，
産業連関表では土地が生産要素として明示されていな
い．そこで，農業部門の付加価値部門については別途
推計した生産要素分配率に基づき，家計外消費支出，
雇用者所得，営業余剰，資本減耗引当の和を労働，資
本，土地に按分した（註 12）．
　効用関数のパラメーターを推計するには消費財の限
界支出性向，Frisch パラメーターの値が必要である

（註 13）．限界支出性向は『国民経済計算』の「家計
の目的別最終消費支出の構成」の暦年データを用いて
推計した（註 14）．計測期間は 1980～1999 年である．
品目毎の消費額および支出総額は名目消費支出額を，

�穀物の国際価格上昇が日本農業に及ぼす影響

（註 8）　本モデルでは細江他（2004）を参考とし，国内財と輸入財を異質の財として扱う．
（註 9）　国内財と輸入財が不完全代替であるという仮定を Armington の仮定と呼ぶ．
（註 10）　本モデルでは細江他（2004）を参考とし，国内財と輸出財を異質の財として扱う．
（註 11）　SAM の作成方法は細江他（2004）を参考とした．
（註 12）　作物の生産要素分配率は『各種生産費調査』に基づき作成した．労働は労働費，資本は建物費，自動車費，

農機具費，支払利子，自己資本利子の和，土地は支払地代，自作地地代の和である．野菜，果実については『生産費
調査』が平成 6 年産までとなっており，平成 17 年産の『生産費調査』が存在しないため，『品目別経営統計』で代用
した．『品目別経営統計』の中で用いた項目は，労働が労働費，農業所得，資本が建物費，自動車費，農機具費であ
る．支払利子，自己資本利子，支払地代，自作地地代は平成 6 年産の『生産費調査』の値と，『消費者物価指数年報』
より得られた 11 年間の物価上昇率－ 0.8％ を用いて逆算した．各生産財の生産要素分配率は，作物の生産要素分配
率を作付面積で加重平均して求めた．



購入価格はそれに対応するデフレーターを用いて，非
線形最小 2 乗法により推計を行った．推計結果は第 2

表のとおりである．線形支出体系において，「被服・
履物」，「保健・医療」，「教育」の限界支出以外のパラ
メーターは有意水準 1％ で有意であった．2005 年 
Frisch パラメーターの値は－1.435 であり，これは総
消費額のうち約 30％ が基礎消費であることを示して
いる．基準年における消費財の価格は全て 1 と設定し
ているため，消費財の限界支出および Frisch パラ
メーターを用いて SAM に対応する基礎消費を推計す
ることができる．
　消費コンバーターは『2005 年産業連関表』，『国民
経済計算』，内閣府経済社会総合研究所（2006）を参
考に独自に作成した．さらに，齋藤他（1995a）と比
較し，「卸売・小売業」部門，「金融・保険・不動産」
部門，「運輸・通信」部門，「サービス（公務を含む）」
部門を SAM と整合的な値とするため，若干修正して
最終的な推計値とした．
　付加価値生産関数の生産要素分配率および規模係数
は SAM より推計した．推計値は第 3 表のとおりであ
る．第 3 表は分析に必要な，間接税率，補助金率，関
税率，代替弾力性，変形弾力性も同時に示している．
間接税率，補助金率，関税率は SAM より推計した

（註 15）．代替弾力性は Hertel et al．（2008）を参考
にパラメーターを設定した．変形弾力性は適切な既存
研究に乏しく，全産業で 2 と仮定した．
　農業部門におけるパラメーター（第 3 表）の特徴に
ついていくつか述べる．まず第 1 に，土地利用型農業
である「米」，「麦類」，「いも類」，「豆類」の各部門で
は，土地の要素分配率が「野菜」，「果実」等の部門と
比較すると大きい値となっている．第 2 に，高付加価
値型の農業である「野菜」，「果実」，「畜産」部門で労
働の要素分配率が高い．第 3 に，補助金率は「麦類」，

「豆類」，「飼料作物及び雑穀」部門で高くなっている．

�

第 2表　線形支出体系の推計結果

限界支出 基礎消費

食料・非アルコール飲料
0.0688

（0.0067）
421.9087

（21.1096）

アルコール飲料・たばこ
0.0269

（0.0067）
88.8118

（8.9093）

被服・履物
0.0114

（0.0065）
179.6023

（4.5289）

住居・電気・ガス・水道
0.1794

（0.0132）
571.2223

（57.7765）

家具・家庭用機器
0.0745

（0.0082）
119.8741

（20.4165）

保健・医療
0.0083

（0.0066）
84.8456

（3.7413）

交通
0.1752

（0.0079）
279.5835

（53.5145）

通信
0.0503

（0.0093）
39.4520

（13.7229）

娯楽・レジャー・文化
0.1759

（0.0067）
258.4299

（49.4871）

教育
0.0027

（0.0061）
66.1972

（3.1915）

外食・宿泊
0.0635

（0.0070）
188.0542

（20.1968）

その他
0.1631
（─）

309.8717
（51.7895）

出�所：�『国民経済計算』・「家計の目的別最終消費
支出の構成」より推計．

註：1）基礎消費の単位は 1,000 億円/年である．
　　2）括弧内は標準誤差である．

（註 13）Frisch パラメーター f は貨幣弾力性を示すパラメーターであり，次の（3.1）式によって定義されている
（Sadoulet et al. 1995）．

f＝
－Y

Y－∑akpk
� （3.1）　　　　　　　

　Frisch パラメーター f を求めることができれば，基準年次の基礎消費は（3.2）式でカリブレートされる．

　　　　　aj ＝ qj ＋αj×Y
f×pj

� （3.2）　　　　　　　

（註 14）線形支出体系を仮定すれば，需要関数は以下のとおり特定化される．

　　　　　piqi＝piγi＋βi（x－∑
k

pkγk）∑
i
βi＝1

　ただし，pi は第 i 財の価格，qi は第 i 財の購入数量，γi，βi はパラメーターである．本稿では，上記の需要関数を非
線形最小 2 乗法で体系推定した．需要関数のパラメーターを求めることができれば，消費財の限界支出性向，Frisch
パラメーターを推計することができる．



これは，2004 年度から産地づくり交付金による助成
制度が始まり，この 3 部門に重点的に助成を行う地域
が多かったためと考えられる（註 16）．

4．　シミュレーション分析

　本稿では穀物の国際価格上昇による国内農業および
国内経済への影響を分析する（註 17）．本稿で使用す
るシナリオは，以下の 4 つである．第 1 に「麦類」，

「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の国際価格が同時に 75
％，100％，75％ 上昇する場合の影響（シナリオⅠ）
を分析する（註 18）．第 2 に「麦類」，「豆類」，「飼料
作物及び雑穀」の国際価格が全て同時に 10％ 上昇す
る場合の影響（シナリオⅡ）を分析する．シナリオⅠ
と同時にシナリオⅡによる分析を行うのは，シナリオ
Ⅰでは分析できない穀物の国際価格上昇による国内農
業生産額の変化を分析するためである（註 19）．第 3

�穀物の国際価格上昇が日本農業に及ぼす影響

第 3表　本モデルで使用するパラメーター

規模係数
生産要素分配率

間接税率 補助金率 関税率
弾力性

労働 資本 土地 代替 変形

米 2.86 0.43 0.38 0.20 0.06 0.00 0.05 5.05 2.00
麦類 2.98 0.28 0.38 0.34 0.05 0.07 0.05 4.45 2.00
いも類 2.81 0.49 0.31 0.20 0.03 0.00 0.14 1.85 2.00
豆類 2.94 0.43 0.26 0.31 0.08 0.13 0.06 1.30 2.00
野菜 2.04 0.74 0.21 0.06 0.06 0.00 0.09 1.85 2.00
果実 2.30 0.64 0.29 0.07 0.07 0.00 0.15 1.85 2.00
飼料作物及び雑穀 2.37 0.21 0.13 0.66 0.10 0.08 0.05 1.30 2.00
その他耕種農業 2.53 0.59 0.29 0.12 0.05 0.00 0.05 3.25 2.00
畜産 1.99 0.64 0.36 0.01 0.03 0.02 0.16 1.30 2.00
その他資源産業 1.96 0.41 0.59 ─ 0.04 0.01 0.09 1.25 2.00
畜産食料品 2.00 0.53 0.47 ─ 0.02 0.01 0.19 3.65 2.00
食料品 2.00 0.50 0.50 ─ 0.13 0.01 0.25 2.00 2.00
飼料及び有機質肥料 1.83 0.29 0.71 ─ 0.01 0.01 0.05 2.00 2.00
製造業及び建設業 1.81 0.72 0.28 ─ 0.04 0.00 0.06 3.75 2.00
公益（電気・ガス等） 1.98 0.44 0.56 ─ 0.06 0.01 0.00 2.80 2.00
卸売・小売業 1.92 0.64 0.36 ─ 0.04 0.00 0.00 1.90 2.00
金融・保険・不動産 1.63 0.19 0.81 ─ 0.05 0.01 0.00 1.90 2.00
運輸・通信 1.93 0.63 0.37 ─ 0.04 0.00 0.00 1.90 2.00
サービス（公務を含む） 1.85 0.69 0.31 ─ 0.03 0.00 0.00 1.90 2.00

註：1）�規模係数，生産要素分配率（労働，資本，土地），間接税率，補助金率，関税率は SAM より推計
した．

　　2）�代替弾力性は Hertel et al．（2008）の推計結果を用いた．変形弾力性は適切な既存研究がみつから
なかったため，全産業で 2.00 と仮定した．

（註 15）　間接税額は『2005 年産業連関表』の行部門である間接税，補助金額は『2005 年産業連関表』の行部門である
経常補助金，関税額は『2005 年産業連関表』の列部門である関税と輸入品商品税の和である．間接税率は間接税額
を生産額で除して，補助金率は補助金額を生産額で除して，関税率は関税額を輸入額で除して求めた．

（註 16）　農林水産省が公表している『平成 17 年度水田農業構造改革対策実施状況結果表』によれば，産地づくり交付
金の転作作物への交付金額のうち，麦，大豆，飼料作物への交付金額が約 68％ を占める．

（註 17）　本稿の分析は GAMS（General Algebraic Modeling System）を用いて行った．
（註 18）　シカゴ商品取引所における 2009 年各月の第 1 金曜日での期近価格を平均すると，小麦で 5.28 ドル，トウモロ

コシで 3.70 ドル，大豆で 10.37 ドルであった．この値と，1973 年以降のシカゴ市場における穀物の中心価格，小麦が
3 ドル，トウモロコシが 2 ドル，大豆が 5 ドルとを比較して，小麦の価格が 75％ 上昇，トウモロコシの価格が 75％
上昇，大豆の価格が 100％ 上昇する影響を分析する．



に「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の国際価格
が同時に 75％，100％，75％ 上昇し，農業の技術水準
が 1％ 向上する影響（シナリオⅢ），第 4 に「麦類」，

「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の国際価格が全て同時
に 10％ 上昇し，農業の技術水準が 1％ 向上する影響

（シナリオⅣ）である（註 20）．
1）　国内産業への影響

　まず，国内産業の生産量への影響（第 4 表）につい

て述べる．シナリオⅠ , シナリオⅡのいずれの分析に
おいても農業部門，食料関連産業（「畜産食料品」，

「食料品（畜産食料品を除く）」），「飼料及び有機質肥
料」部門では生産量の変化が大きいが，他の部門では
ほとんど生産量は変化していない．したがって，生産
量に関しては穀物の国際価格上昇の影響を受ける産業
は限られていることがわかる．シナリオⅠにおいて

「製造業及び建設業」部門の生産量は約 0.14％ 増加し

�

（註 19）　本モデルで示される価格は，全て資本レンタル率を基準とした相対価格である．したがって，資本レンタル
率が変化しないと推測される場合にのみ，財・サービス，生産要素の価格変化率はそれ自体の価格変化率とみること
ができる．シナリオⅠにおいて，農業部門における資本投入量は 4.2％ 増加するという結果を得ており，資本市場に
影響が及んでいないとは言いがたい．一方，シナリオⅡでは農業部門における資本投入量の増加率が 0.6％ にとど
まっており，資本市場に及ぼす影響は小さいと言えよう．そこで本稿では，シナリオⅡにより穀物の国際価格上昇が
国内の農業生産額を増加させるのか分析することとする．

（註 20）　技術水準が 1％ 向上するとは，規模係数が 1％ 増加することを指す．Fuglie（2008）は，1990～2006 年にか
けての世界の総合生産性の成長率を年率 1.56％，2000～2006 年にかけての先進国の総合生産性の成長率を年率 1.76％
と推計している．本稿では控えめに見積もって 1.0％ としている．

第 4表　穀物の国際価格上昇による国内生産への影響
（単位：％）

シナリオⅠ シナリオⅡ

生産量 価格 生産量 価格 生産額

米 － 0.82 2.50 － 0.23 0.40 0.17 
麦類 110.27 3.90 22.02 0.70 22.87 
いも類 － 1.28 2.50 － 0.20 0.40 0.20 
豆類  71.84 6.00 7.74 0.80 8.61 
野菜 － 0.57 1.10 － 0.09 0.20 0.11 
果実 － 0.82 1.10 － 0.13 0.20 0.07 
飼料作物及び雑穀 46.41 9.90 6.93 1.50 8.53 
その他耕種産業 － 2.07 1.50 － 0.33 0.20 － 0.13 
畜産 － 5.72 8.70 － 0.87 1.30 0.42 
その他資源産業 0.13 0.20 0.02 0.00 0.02 
畜産食料品 － 6.25 4.50 － 0.94 0.70 － 0.25 
食料品（畜産食料品を除く） － 1.39 1.80 － 0.21 0.30 0.09 
飼料及び有機質肥料 － 6.93 11.40 － 1.08 1.70 0.60 
製造業及び建設業 0.14 0.10 0.02 0.00 0.02 
公益（電気・ガス等） － 0.05 0.10 － 0.01 0.00 － 0.01 
卸売・小売業 0.07 0.00 0.01 0.00 0.01 
金融・保険・不動産 － 0.05 0.00 － 0.01 0.00 － 0.01 
運輸・通信 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 
サービス（公務も含む） － 0.03 0.10 0.00 0.00 0.00 

註：1）�シナリオⅠは「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の国際価格
が同時に 75％，100％，75％ 上昇する場合の影響，シナリオⅡは

「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の国際価格が全て同時に
10％ 上昇する場合の影響である．

　　2）�価格は全て資本の生産要素価格を基準とした国内生産価格である．



ており，比較的変化率が大きい．これは「畜産食料
品」，「食料品（畜産食料品を除く）」部門で減少する
労働，資本を利用し生産が増加すること，為替が円安
になることで国際競争力を増すためと考えられる（註
21）．
　農業部門の生産量への影響としては，以下の 3 点が
特徴である．第 1 は，国際価格が上昇する「麦類」，

「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の 3 部門に関してであ
る．この 3 部門では，国際価格が上昇することで相対
的に安価になる国内財への需要が増加し，国内生産量
の増加をもたらす．シナリオⅠではいずれも 40％ 以
上の増加，シナリオⅡではいずれも 5％ 以上の増加と
なっており，これらの国際価格上昇が国内の農業生産
を大きく増加させる要因となっていることがわかる．

「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の 3 部門の中
では，とりわけ「麦類」部門の生産量の増加が著しい．

このような結果が得られるのは，「麦類」部門の国内
財と輸入財の代替弾力性が「豆類」，「飼料作物及び雑
穀」部門のそれより高いためと考えられる．「麦類」
部門の代替弾力性が大きいことは，輸入財の国内財に
対する相対価格の上昇に伴う，輸入財から国内財への
需要の代替が大きいことを示しているからである．
　第 2 は，「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の
3 部門を除く農業部門についてである．この 3 部門以
外の農業部門では，全ての部門で生産量が減少してい
る．これは，本モデルにおいて生産要素量が一定と仮
定されているためである．この仮定の下では「麦類」，

「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の 3 部門において土地
の投入量が増加することは，これら以外の他の農業部
門での土地投入量の減少をもたらすからである（第 5
表）．「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の 3 部門
で土地の投入量が増加することで，土地需要は増加し，
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第 5表　穀物の国際価格上昇による生産要素投入量への影響
　　　（単位：％）

シナリオⅠ シナリオⅡ

労働量 資本量 土地量 労働量 資本量 土地量

米 2.85 2.89 － 14.66 0.35 0.35 － 2.59 
麦類 124.08 124.14 85.96 23.30 23.24 19.67 
いも類 2.42 2.47 － 15.00 0.39 0.40 － 2.56 
豆類 82.06 82.07 51.10 8.75 8.69 5.58 
野菜 0.49 0.54 － 16.61 0.08 0.09 － 2.85 
果実 0.52 0.56 － 16.59 0.08 0.08 － 2.86 
飼料作物及び雑穀 65.66 65.69 37.46 9.06 9.02 5.86 
その他耕種産業 0.18 0.23 － 16.88 0.03 0.04 － 2.91 
畜産 － 5.62 － 5.58 － 21.63 － 0.86 － 0.85 － 3.67 
その他資源産業 0.10 0.14 ─ 0.02 0.03 ─
畜産食料品 － 6.27 － 6.23 ─ － 0.95 － 0.94 ─
食料品（畜産食料品を除く） － 1.42 － 1.37 ─ － 0.21 － 0.21 ─
飼料及び有機質肥料 － 6.96 － 6.92 ─ － 1.09 － 1.08 ─
製造業及び建設業 0.12 0.17 ─ 0.02 0.02 ─
公益（電気・ガス等） － 0.08 － 0.03 ─ － 0.01 － 0.01 ─
卸売・小売業 0.06 0.10 ─ 0.01 0.01 ─
金融・保険・不動産 － 0.09 － 0.04 ─ － 0.01 － 0.01 ─
運輸・通信 － 0.02 0.03 ─ 0.00 0.00 ─
サービス（公務も含む） － 0.04 0.00 ─ － 0.01 0.00 ─

註：�第 4 表の註 1）に同じ．

（註 21）　（2.11）式において，穀物の国際価格が上昇することで右辺が増加する．一方，左辺の外貨建て経常赤字額
（Sf）は一定であるため，右辺の増加に対し，輸出額（∑pi

WeE）が増加しなければならない．（2.9）式により，輸出
量（E）が増加するためには，輸出財の内価建て価格（pi

e）が上昇する必要があり，これが外貨建ての名目為替レー
ト（e）が円安方向に動く理由である．



地代は 3.0％ 増加する（第 6 表，註 22）．「麦類」，「豆
類」，「飼料作物及び雑穀」の 3 部門以外の農業部門で
は土地の投入量を減少させ，相対的に安価となる労働，
資本の投入が増加するものの，生産量をもとの水準に
まで引き戻すことはできないのである．
　第 3 は，農業部門で生産量の減少が最も大きい「畜
産」部門についてである．2006 年秋から始まった飼
料価格の高騰は，広範囲で深刻な畜産・酪農農家の経
営圧迫をもたらし，「平成の畜産危機」と言われてい
る（稲熊 2009）．本結果は，「平成の畜産危機」の影
響を定量的に裏づけるものとなっている．「畜産」部
門における生産量の減少は，「飼料作物及び雑穀」，

「飼料及び有機質肥料」の価格上昇が原因であろう．
「畜産」部門において，「飼料作物及び雑穀」，「飼料及
び有機質肥料」の投入係数はそれぞれ 0.087，0.314 で
あり，いずれも重要な中間投入である．これらの部門
の合成財価格（pi

q）上昇が「畜産」部門の生産物価格
を上昇させ，相対的に価格が低下する畜産物の輸入量

が増加するのである．
　次に，国内生産価格（pi

z）についてである．国内生
産価格についてはシナリオⅡの分析に従って述べる．
生産価格においても農業部門，食料関連産業（「畜産
食料品」，「食料品（畜産食料品を除く）」），「飼料及び
有機質肥料」部門では上昇しているが，製造業やサー
ビス業などではほとんど変化しない．農業部門におい
て価格上昇率が0.5％以上である部門は，「麦類」，「豆
類」，「飼料作物及び雑穀」および「畜産」の 4 部門で
ある．「畜産」部門は重要な中間投入財である「飼料
作物及び雑穀」，「飼料及び有機質肥料」の合成財価格

（pi
q）がそれぞれ 7.3％，1.5％ 上昇することが原因で

ある．一方，「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」
の 3 部門で価格が上昇するのは中間投入財ではなく，
生産要素が原因である．この 3 部門は国内財への需要
が増加することから，土地の派生需要が増加している．
地代は 3.0％ 上昇しているにもかかわらず，土地の投
入が増加するため，生産価格が上昇すると考えられる．
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第 6表　穀物の国際価格上昇が国内経済に及ぼす影響
（単位：％，億円）

シナリオⅠ シナリオⅡ シナリオⅢ シナリオⅣ

実質 GDP － 0.026 － 0.002 － 0.017 　0.007
等価変分（億円） － 5,653 　－ 845 － 5,219 　－ 431
個人消費 － 0.191 － 0.029 － 0.177 － 0.015
政府消費 　0.032 　0.005 　0.032 　0.005
投資 － 0.033 － 0.005 － 0.030 － 0.002
輸出 　0.318 　0.047 　0.309 　0.038
輸入 － 0.313 － 0.065 － 0.321 － 0.074
実質総生産（農業） 　1.941 　0.302 　2.346 　0.734
為替レート（円/ドル） 　0.200 　0.000 　0.200 　0.000
生産要素価格
　労働 　0.000 　0.000 　0.000 　0.000
　資本 　0.000 　0.000 　0.000 　0.000
　土地 　20.600 　3.000 　19.700 　2.300

註：1）�シナリオⅠは「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の国際価格が同時
に 75％，100％，75％ 上昇する場合，シナリオⅡは「麦類」，　「豆類」，

「飼料作物及び雑穀」の国際価格が全て同時に 10％ 上昇する場合，シナ
リオⅢは「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の国際価格が同時に 75
％，100％，75% 上昇し，農業部門の技術水準が 1％ 向上する場合，シ
ナリオⅣは「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の国際価格が全て同
時に 10％ 上昇し，農業部門の技術水準が 1％ 向上する場合の影響である．

　　2）�実質 GDP は需要面からの計測値，農業部門の実質総生産は供給面から
の計測値である．

　　3）為替レート，生産要素価格は，資本価格を基準とした相対価格である．

（註 22）　地代の上昇は，土地の供給が非弾力的なために生ずる．供給が弾力的であれば，地代に及ぼす影響もわずか
になる．土地の供給が非弾力的であるとの想定は，最もシビアなシナリオである．このことは労働についても言える．



　以上のことを踏まえ，農業生産額について述べる．
農業生産額は「その他耕種農業」部門では減少するも
のの，他の農業部門では生産額が上昇している．「麦
類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」部門では生産量，
価格のいずれも上昇することから生産額の増加が著し
い．「米」，「いも類」，「野菜」，「果実」，「畜産」の各
部門では生産量は減少するものの，価格が上昇するこ
とで生産額は増加している．農業全体の生産額は約
0.9％ 上昇するという結果である．2005 年における国
内農業生産額は約 8 兆 5,000 億円であるから，農業生
産額の増加額は約 771 億円になる．わが国の農業生産
額は減少局面にあるが，穀物価格は高値で推移すると
の見方が広がっており，穀物の国際価格上昇が農業生
産額を増加させ，この局面に変化をもたらす可能性を
示しているといえるであろう（註 23）．
　シナリオⅠ，Ⅱの双方とも，農業部門での労働投入
量は「畜産」部門を除く全ての農業部門で増加してい
る．「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」の 3 部門
では生産量の増加に伴って，労働，資本，土地の投入
量がそれぞれ増加するためである．一方，「米」，「い
も類」，「野菜」，「果実」，「その他耕種農業」の各部門
では，地代の上昇に伴い，相対的に安価になる労働，
資本の投入量が増加するためである．ただし，「畜産」
部門は農業生産量の減少が大きく，労働，資本の投入
量も減少している．シナリオⅠにおける農業全体の労
働量増加率は約 2.1％，シナリオⅡにおけるそれは約
0.3％ である（註 24）．
　農業生産額，農業労働量の減少とともに，わが国農
業の現状を示すものが耕地面積の減少である．本稿の
結果は，穀物の国際価格が上昇することで農業労働量
と土地需要がいずれも増加することを示しており，農
業部門への労働力の移動と農地の資源投入増加は，経
済的観点からは合理的と評価される．
　「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び雑穀」部門は産地
づくり交付金の主要な助成対象であり，食料自給率向
上のために国内生産が奨励されている作物である．国
際価格の上昇に対応すべく，これら 3 部門で生産量を

増加させることが望まれる．生産量の増加とともに土
地投入量も増加するのであるから，これら 3 部門の国
際価格上昇は，稲からの作物転換のインセンティブの
1 つとも捉えることが可能である．
2）　国内経済への影響

　穀物の国際価格上昇が国内経済に及ぼす影響を示し
たものが，第 6 表である．第 6 表ではシナリオⅠ，Ⅱ
に加えてシナリオⅢ，Ⅳも同時に示している．
　シナリオⅠの結果によれば，「麦類」，「豆類」，「飼
料作物及び雑穀」の国際価格が上昇することによる
GDP の減少率は約 0.03％ である．消費財の価格が上
昇することで個人消費が約 0.2％ 減少する一方，GDP
の減少率はごくわずかにとどまるのは輸入が約 0.3％
減少，輸出が約 0.3％ 増加することが原因である．輸
入が減少するのは，「麦類」，「豆類」，「飼料作物及び
雑穀」の国際価格が上昇することでこの 3 部門の輸入
が減少することに加え，為替レートが円安になること
で全体的に輸入が減少するためである．輸出の増加は，
円安により製造業などが国際競争力を増すことが主因
である．
　農業部門の総生産は，4 つのシナリオ全てで増加す
る．農業部門の総生産が増加するのは，シナリオⅠ，
Ⅱにおいては農業部門で生産要素投入量が増加するた
めである．技術進歩の効果は，一定の生産量を生産す
るために必要な生産要素投入量が節約できる効果（資
源節約効果）と一定の生産要素投入量で生産量を増加
させる効果（生産増大効果）として捉えることができ
る．シナリオⅢ，Ⅳにおいては資源節約効果により農
業部門の生産要素投入量は減少するが，生産増大効果
が大きく農業部門の総生産は増加する．シナリオⅠと
Ⅲ，シナリオⅡとⅣを比較すれば，農業部門の技術水
準が 1％ 上昇することで農業部門の総生産が約 0.4％
増加する．
　また，個人消費が約 0.2％ 減少することで，等価変
分は約 5,700 億円減少する．したがって，穀物の国際
価格上昇が，家計の効用を減少させることが確認でき
る．食料・非アルコール飲料の消費量は約 0.4％ 減少
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（註 23）　Westcott（2007）は，米国内でバイオエタノールの生産が増加することで，米国のトウモロコシ，大豆の価
格は高止まりすると予測している．農林水産省農林水産政策研究所（2010）は，トウモロコシの国際価格は，2010
年以降も，2007～2008年にかけての価格の高騰前に比べて高い水準で，なおかつ上昇基調で推移すると見込んでおり，
トウモロコシの国際価格の上昇の影響で，小麦，米，大豆等の国際価格も強含みで推移すると見込んでいる．

（註 24）　変形弾力性を全産業で 1.5 とし，シナリオⅡにて感応度分析を行うと，全産業で，生産量，価格，生産額，生
産要素投入量のいずれも変形弾力性を 2 と仮定した時とほぼ同様の結果が得られる．具体的には，農業全体の生産額
は約 0.9％ の上昇，農業部門での労働投入量は約 0.3％ と，変形弾力性を 2 と仮定したときと全く同様の結果が得ら
れる．したがって，農業生産に関する本稿の結果は，変形弾力性に関しては概ね頑強性が高いと考えられる．



する（第 7 表）．穀物の国際価格が上昇することで国
内の家計に及ぼす影響は 3 点考えられる．1 点目は，
財・サービスの価格が上昇することで，実質所得が減
少し，食料消費が減少することである．2 点目は，
財・サービスの消費量が減少し効用水準が低下するこ
とである．3 点目は，わが国が将来も食料を安定的に
確保することができるのかという不安である．本稿の
分析により，家計は食料消費の低下，効用水準の低下
に直面することが確認された．ただし，国民が穀物の
国際価格上昇に対し多大な反応を示したことを考慮す
れば，いずれの減少幅も比較的小さいものと考えられ
る．今回の穀物価格上昇が消費者にもたらしていたも
のは，「食料確保への不安」の側面が強かったことを
示している．
　シナリオⅠとⅢ，シナリオⅡとⅣを比較すれば，農
業部門の技術水準が 1％ 増加することで，穀物価格の
上昇に対して GDP の減少が約 0.01％ 軽減され，等価
変分の減少が約 400 億円軽減されることがわかる．農
業部門の技術向上は家計の効用水準減少を軽減し，農
業部門の生産量増加を通じて「食料確保への不安」を
軽減させることから，やみくもに食料危機をあおるの
ではなく，農業技術の向上に努めることが，穀物の国
際価格上昇に対する対応策の 1 つであると考えられる．

5．　結　　　　　論

　本稿の課題は，穀物の国際価格上昇が農業生産額，
農業労働量に及ぼす影響を分析することであった．分
析の結果，穀物の国際価格上昇は農業生産額，農業労
働量のいずれも増加させることがわかった．わが国は

農業生産額，農業労働力の両面で減少局面にあるが，
穀物の国際価格上昇にはこの局面に変化をもたらす可
能性があることを示している．したがって，農業全体
としては，穀物の国際価格上昇は国内農業を活性化さ
せる外因と捉えることができよう．ただし，飼料価格
上昇の影響が危惧された「畜産」部門では生産量が減
少し，価格が上昇することが確認された．危惧されて
いるとおり，「畜産」部門への影響は大きいと言える．
また，穀物の国際価格上昇は日本の農家が「麦類」，

「豆類」，「飼料作物及び雑穀」への作物転換を図るイ
ンセンティブとなることが示されており，稲からこれ
ら 3 部門への作物転換を誘発する可能性があると言え
る．
　2006 年以降みられる穀物の国際価格上昇は，価格
の急騰が最大の問題点であった．価格が漸次上昇して
いれば，需要曲線および供給曲線のシフトを通じ，価
格は安定的に推移したはずである．しかし，2006～
2008 年にかけて価格は急騰し，多くの途上国で食糧
を求めて暴動が発生することとなった．
　分析の結果，穀物の国際価格上昇はわが国の家計の
食料・非アルコール飲料の消費量，効用水準を低下さ
せ，GDP をわずかながら減少させることが確認され
た．国民が穀物の国際価格上昇に対し示した反応ほど
食料・非アルコール飲料の消費量，効用水準の低下水
準は大きくないため，家計に及ぼした影響は，食料を
将来も安定的に手に入れられるかという「食料確保へ
の不安」の側面が強かったと言えよう．
　以上のことから，穀物の国際価格上昇は家計の経済
厚生の低下を招くものの，わが国農業にとって生産額
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第 7表　穀物の国際価格上昇が国内の家計消費量に及ぼす影響
（単位：％）

シナリオⅠ シナリオⅡ シナリオⅢ シナリオⅣ

食料・非アルコール飲料 － 0.369 － 0.055 － 0.340 － 0.028 
アルコール飲料・たばこ － 0.620 － 0.093 － 0.584 － 0.059 
被服・履物 － 0.034 － 0.005 － 0.031 － 0.002 
住居・電気・ガス・水道 － 0.068 － 0.010 － 0.063 － 0.005 
家具・家庭用機器 － 0.206 － 0.031 － 0.189 － 0.014 
保健・医療 － 0.028 － 0.004 － 0.026 － 0.002 
交通 － 0.172 － 0.026 － 0.158 － 0.012 
通信 － 0.183 － 0.027 － 0.168 － 0.013 
娯楽・レジャー・文化 － 0.301 － 0.045 － 0.278 － 0.023 
教育 － 0.018 － 0.003 － 0.017 － 0.001 
外食・宿泊 － 0.141 － 0.021 － 0.130 － 0.011 
その他 － 0.182 － 0.027 － 0.168 － 0.013 

註：�第 6 表の註 1）に同じ．



および総生産の増加をもたらす現象と捉えられること
が示された．また，わが国の農業生産額，農業労働量
が増加する状況で，国内経済への影響，国内の家計の
効用水準への影響がごくわずかであることを定量的に
示しているのは，本稿の貢献の 1 つである．
　ただし，本モデルではいくつかの問題点も残ってい
る．まず第 1 に，静学モデルの限界についてである．
本稿では，農業の技術水準向上が穀物の国際価格上昇
による家計の効用水準の減少を軽減することを指摘し
た．しかし，技術水準向上の影響を分析するためには，
農業投資の影響を含めた動学モデルへの発展が必要と
考える．また，土地の供給曲線を垂直と仮定した．静
学モデルにおいて生産要素量を一定とすることは大き
な問題が生じないと考えているが，動学モデルでは耕
作放棄地の復田等を考慮し，土地の供給量が変化する
ことも考慮する必要があろう．第 2 に，生産関数につ
いてである．本稿では付加価値生産関数を CES 関数
の特殊形であるコブ・ダグラス型関数を仮定した．コ
ブ・ダグラス型関数は，代替の弾力性を 1 と仮定する
特殊な関数である．代替の弾力性を 1 としないなど，
他の生産関数の定式化による CGE モデルの構築は今
後の研究課題である．第 3 に，畜産物の国際価格の変
動についてである．本稿では，穀物の国際価格上昇の
影響を分析することを課題としていることから，畜産
物の国際価格の変動を考慮に入れていない．穀物の国
際価格上昇により畜産物の国際価格も上昇しているこ
とから，畜産物の国際価格上昇をモデルに組み込むこ
とにより，畜産部門への影響は変化すると考えられる．
穀物の国際価格上昇が畜産物の国際価格等に及ぼす影
響を考慮した分析は，今後の研究課題である．第 4 に，
食料内の代替を考慮していない点である．小麦の価格
が上昇したことで，米への需要の代替が起こったこと
からも，食料内の代替関係を考慮したほうが現実的で
あろう．いずれこうした問題点を改善していきたいと
考えている．

［付記］本稿の作成にあたり，本誌編集委員および匿名査
読者から多数の有益なコメントをいただいた．ここに
記して謝意を表したい．なお，本稿は筆者の個人的な
見解を示したものであり，筆者の所属する機関のもの
ではない．また，ありうべき誤りは全て筆者の責任で
ある．
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要旨：2006～2008 年夏にかけ，穀物の国際価格が急上昇した．2008 年夏以降，穀物価格は急落したも
のの，いまだ 1973 年以降の水準より高いままである．本稿では，応用一般均衡一国経済モデルを用い
て穀物の国際価格上昇が日本農業に及ぼす影響を分析した．主な結果は，以下のとおりである．第 1 に，
穀物の国際価格上昇は日本の農業生産額および農業労働力を増加させる．穀物の国際価格上昇により，
食料自給率が低い麦類，豆類，飼料作物の生産量は増加し，麦類，豆類，飼料作物以外の農業部門では
生産量が減少する．生産価格は全ての農業部門で増加し，農業生産額も増加する．飼料価格の上昇に
よって畜産部門では生産量が減少し，労働投入量も減少する．畜産部門以外の農業部門は全て労働投入
量が増加し，農業全体でも労働投入量が増加する．第 2 に，穀物の国際価格上昇により国内の消費者の
効用は減少する．食料および非アルコール飲料の消費量も減少するが，GDP 減少率はわずかにとど
まっている．第 3 に，農業部門での技術進歩は国内の消費者の厚生水準の低下を軽減し，GDP 減少率
を抑える．

キーワード：応用一般均衡モデル，国際穀物価格高騰，農業 GDP


